
令和 4 年 9 月 26 日

四国地方整備 局 

インフラメンテナンス国民会議 

「インフラメンテナンス市区町村長会議四国ブロック会議（総会）」及び 

「四国地方フォーラム第 4回ピッチイベント」を開催 

■令和 4年 4月 28 日に全国組織として設立した「インフラメンテナンス市区町村長会議」を

受け、この度「インフラメンテナンス市区町村長会議四国ブロック会議（総会）」を開催い

たします。 

■また合わせて、産学官民の連携でインフラメンテナンスの課題解決を目指す「四国地方フォ

ーラム第 4回ピッチイベント」を開催いたします。 

■開催日時 令和４年１０月６日（木） 

１３：３０～１５：００ 

インフラメンテナンス市区町村長会議四国ブロック会議（総会） 

１５：３０～１７：００ 

四国地方フォーラム第４回ピッチイベント 

■開催場所  高松サンポート合同庁舎 南館１０１大会議室（住所：香川県高松市サンポート 3 番 33 号）

■添付資料 

・別紙－１「インフラメンテナンス市区町村長会議四国ブロック会議（総会）開催概要」

「四国地方フォーラム第４回ピッチイベント開催概要」 

■取材対応について 

・会議は公開となります。会議中のカメラ撮りは可能ですが、他の参加者の迷惑にならない

ようご配慮をお願いします。 

・取材を希望される方は、10月 3 日（月）15 時までに取材申込書（別紙－２）により下記

の申込先メールアドレス若しくはＦＡＸにてお申し込みください。 

申込先メールアドレス skr-kouikikei@mlit.go.jp、申込先ＦＡＸ 087-811-8408 

・新型コロナウイルス感染拡大防止のため、取材は各社最小限の人数としていただき、入場

前に手指の消毒及びマスク着用をお願い致します。 

・咳などの風邪症状、発熱等、体調不良のある方は、参加をご遠慮ください。 

※本施策は、四国圏広域地方計画の広域プロジェクト【№5地域の自立的・持続的発展に向け

た「資国」産業競争力強化プロジェクト】の取組に関連します。

＜問い合わせ先＞ 

・インフラメンテナンス市区町村長会議四国ブロック会議（総会）に関すること

高知県 須崎市 建設課  

○課 長     楠瀬 晃（○：主な問い合わせ先） 

港湾政策推進監 西山 文彦 

  電話 0889-42-5193（建設課直通） 

・四国地方フォーラム第 4回ピッチイベントに関すること 

  国土交通省 四国地方整備局 企画部 広域計画課 

  課  長 田中 裕 

 ○課長補佐 兵頭 一志（○：主な問い合わせ先） 

  電話 087-811-8309（広域計画課直通） 



別紙－１ 

インフラメンテナンス市区町村長会議 四国ブロック会議（総会） 

開催概要 

１．開会挨拶  

  ブロック幹事 須崎市長  

２．祝辞 

市区町村長会議代表幹事 稲城市長 

国土交通省 総合政策局 事業総括調整官  

国土交通省 四国地方整備局長 

３．紹介 

  来賓者、企画委員  

４．議事 

５．講演  

６．事例発表  

７．閉会 

四国地方フォーラム 第４回ピッチイベント 

開催概要 

１．開会挨拶 

  フォーラムリーダー 

２．講演 

  国土交通省 四国地方整備局 道路部 道路保全企画官  

３．プレゼンテーション 

４．総括及び閉会挨拶  



 別紙－２ 

国土交通省四国地方整備局企画部広域計画課 あて（メール skr-kouikikei@mlit.go.jp） 

（FAX 087－811－8408）   

取材申込書 
インフラメンテナンス市区町村長会議四国ブロック会議（総会） 

四国地方フォーラム第 4回ピッチイベント

取材を希望する場合は、この様式により上記連絡先までメール若しくは FAX でお申込み

ください。申込み締め切りは、１０月３日（月）１５時までです。 

□会社名及び部署名 

□「会場参加」若しくは「ＷＥＢ参加」 

※ＷＥＢ参加の場合はメールアドレスもご記載ください。記載いただきましたメールアド

レスに、ＵＲＬを送付いたします。 

□取材者 氏名（全員の氏名を記載願います） 

①（代表者） 

② 

③ 

④ 

⑤ 

□テレビカメラの持ち込みの有無 

（該当するものに○をつけてください） 有 ・ 無 

□連絡先（代表者の連絡先） 

留意事項 

・当日のスケジュール変更の可能性もございますのでご留意ください。 



運営体制

総 会

■ 会長

冨山 和彦
株式会社経営共創基盤IGPIグループ会長
株式会社日本共創プラットフォーム（JPiX）代表取締役社長

インフラメンテナンス
市区町村長会議

■ 副会長

家田 仁
政策研究大学院大学
特別教授

企画部会 広報部会

公認フォーラム

実行委員会

◆各ブロック、企画委員からブロック幹事１名を選任

※各都道府県はオブザーバで参画

企画委員
（各県から１名）

構成員
（各都道府県から最低
１市区町村の参加）

近畿ブロック
（７府県）

・・・

四国ブロック
（４県）

・・・

九州・
沖縄ブロック
（８県）

・・・

関東ブロック
（９都県）

・・・

中部ブロック
（４県）

・・・・・・

北海道
ブロック
（１道）

・・・

東北ブロック
（６県）

・・・

北陸ブロック
（３県）

・・・

中国ブロック
（５県）

・・・

地方フォーラム

海外市場展開
フォーラム

技術者育成
フォーラム

市民参画
フォーラム

自治体支援
フォーラム

革新的技術
フォーラム

※北海道ブロックの企画委員は
複数名選任することができる

ブロック幹事
（企画委員から１名）

代表幹事 （ブロック幹事から１名）
（役員）

※市区町村長会議は、国民会議の行政会員である市区町村の長によって構成

＜インフラメンテナンス国民会議＞

参考資料１

○首長同士の意見交換による､メンテ
ナンスに関する知見や意識の向上
○トップダウンによるインフラメンテ
ナンスの強力な推進
○社会に対するインフランテナンス
の必要性の啓発

「インフラメンテナンス市区町村長会議」の立ち上げ
地方自治体において、予防保全への本格転換や新技術の活用など、効率的・効果的なインフラメンテ
ナンスの実現を目的とし、メンテナンスに高い関心を有する市区町村長で構成する「インフラメンテ
ナンス市区町村長会議」を立ちあげ。

インフラメンテナンス国民会議

（令和４年４月２８日時点）

インフラメンテナンス市区町村長会議

〈ブロック幹事〉
北海道釧路市長

〈企画委員〉
北海道釧路市長

北海道
ブロック 東北ブロック 関東ブロック 北陸ブロック 中部ブロック

〈代表幹事〉
東京都稲城市長

〈構成員〉
ブロック内の
市区町村長

〈ブロック幹事〉
岩手県宮古市長

〈企画委員〉
青森県八戸市長
岩手県宮古市長
宮城県白石市長
秋田県秋田市長
山形県山形市長
福島県南相馬市長

〈ブロック幹事〉
東京都稲城市長

〈企画委員〉
茨城県龍ケ崎市長
栃木県下野市長
群馬県安中市長
埼玉県春日部市長
千葉県木更津市長
東京都稲城市長
神奈川県厚木市長
山梨県甲府市長
長野県大町市長

〈ブロック幹事〉
新潟県新潟市長

〈企画委員〉
新潟県新潟市長
富山県氷見市長
石川県かほく市長

〈ブロック幹事〉
静岡県静岡市長

〈企画委員〉
岐阜県大野町長
静岡県静岡市長
愛知県豊川市長
三重県南伊勢町長

近畿ブロック 中国ブロック

〈ブロック幹事〉
岡山県総社市長

〈企画委員〉
鳥取県鳥取市長
島根県益田市長
岡山県総社市長
広島県呉市長
山口県周南市長

四国ブロック

〈ブロック幹事〉
高知県須崎市長

〈企画委員〉
徳島県美波町長
香川県坂出市長
愛媛県西条市長
高知県須崎市長

九州・沖縄
ブロック

〈ブロック幹事〉
熊本県熊本市長

〈企画委員〉
福岡県柳川市長
佐賀県武雄市長
長崎県佐世保市長
熊本県熊本市長
大分県日田市長
宮崎県宮崎市長
鹿児島県鹿屋市長
沖縄県浦添市長

〈ブロック幹事〉
兵庫県養父市長

〈企画委員〉
福井県鯖江市長
滋賀県大津市長
京都府京田辺市長
大阪府高石市長
兵庫県養父市長
奈良県宇陀市長
和歌山県和歌山市長

〈構成員〉
ブロック内の
市区町村長

〈構成員〉
ブロック内の
市区町村長

〈構成員〉
ブロック内の
市区町村長

〈構成員〉
ブロック内の
市区町村長

〈構成員〉
ブロック内の
市区町村長

〈構成員〉
ブロック内の
市区町村長

〈構成員〉
ブロック内の
市区町村長

〈構成員〉
ブロック内の
市区町村長



企画等

インフラメンテナンス国民会議
「インフラメンテナンス国民会議」とは

平成28年11月28日設立

組織体制

Japanese Congress for In f ras t ructure Management

①革新的技術の発掘と社会実装
②企業等の連携の促進
③地方自治体への支援
④インフラメンテナンスの理念の普及
⑤インフラメンテナンスへの市民参画の推進

公認フォーラムの活動内容例
○ 産学官民の会員ネットワークを活かし、自治体や地域の取組の発展に向けて活動を行います。

○インフラメンテナンスに産学官民の技術や知恵を総動員するプラットフォームとして活動しています。

2,508者
行政会員 1,151者 企業会員 917者
団体会員 166者 個人会員 274者

企画部会

■会長

広報部会
インフラメンテナンスの理念普及、
国民会議の広報

地方公共団体の課題解決、
地方公共団体のニーズ・
民間企業等のノウハウの
情報交換

オープンイノベーション
による異業種の連携や技
術の融合、マッチング

地域における技術者育成
の活動を支援

インフラやメンテナンス
への関わりを深めるため
の実践活動を展開

地方におけるオープン
イノベーション推進等
（全国10ブロック）

海外への情報発信や海外
展開案件形成

冨山 和彦
株式会社経営共創基盤IGPIグループ会長
株式会社日本共創プラットフォーム（JPiX）代表取締役社長

家田 仁
政策研究大学院大学 特別教授

■副会長

革新的技術 自治体支援 海外市場展開技術者育成 市民参画 地方フォーラム

公認フォーラム

実行委員会
国民会議全体の運営

目的

会員数 （令和4年3月31日時点）

参考資料２


